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(57)【要約】
【課題】ＳｉＣ／ＳｉＣ複合材を用いた場合でも十分な
製造性を有し、現存する原子炉への適合性を有する燃料
集合体を得る。
【解決手段】実施形態によれば、燃料集合体は、格子状
に配列された複数の燃料棒２００と、上部構造部材と、
下部構造部材を有する。燃料棒２００はそれぞれ、直列
に配列された複数のセグメント要素２１０とセグメント
要素２１０間を所定の範囲の曲げ剛性をもって接続する
連結部３００とを有する。セグメント要素２１０は、核
燃料２１１と、炭化ケイ素繊維強化複合材製の被覆管２
１２と、炭化ケイ素繊維強化複合材製の上部端栓２１３
と、炭化ケイ素繊維強化複合材製の下部端栓２１４を有
する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに平行に鉛直方向に延びて水平方向に格子状に配列された複数の燃料棒と、
　前記複数の燃料棒の上端を支持する上部構造部材と、
　前記複数の燃料棒の下端を支持する下部構造部材と、
　を備え、
　前記燃料棒はそれぞれ、
　鉛直方向に延びる核燃料と、前記核燃料を収納して鉛直方向に延びて上端および下端が
開放された炭化ケイ素繊維強化複合材製の被覆管と、前記被覆管の上端の開放部を塞ぐ炭
化ケイ素繊維強化複合材製の上部端栓と、前記被覆管の下端の開放部を塞ぐ炭化ケイ素繊
維強化複合材製の下部端栓と、を有し互いに鉛直方向に直列に配列された複数のセグメン
ト要素と、
　互いに上下に隣接する前記セグメント要素間を所定の範囲の曲げ剛性をもって接続する
連結部と、
　を具備することを特徴とする燃料集合体。
【請求項２】
　前記上部端栓の上面および前記下部端栓の下面には凹部が形成され、
　前記連結部は、
　前記下部端栓および前記上部端栓のそれぞれに形成され互いに対向する前記凹部間に収
納されたボールと、
　前記下部端栓および前記上部端栓の両者を拘束するように前記下部端栓の先端部および
前記上部端栓の先端部の径方向の周囲を覆うように設けられた接続筒と、
　を有する第１の間接連結部を含むことを特徴とする請求項１に記載の燃料集合体。
【請求項３】
　互いに隣接する前記上部端栓の上部および前記下部端栓の下部には、それぞれ互いに係
合可能なおねじまたはめねじが形成され、
　前記連結部は、前記おねじとめねじで結合される直接連結部を含むことを特徴とする請
求項１または請求項２に記載の燃料集合体。
【請求項４】
　互いに隣接する前記上部端栓および前記下部端栓には、それぞれ、おねじまたはめねじ
が形成され、
　前記連結部は、前記おねじまたはめねじと結合可能なめねじまたはおねじが上端および
下端に形成された中間ねじ部を有する第２の間接連結部を含むことを特徴とする請求項１
ないし請求項３のいずれか一項に記載の燃料集合体。
【請求項５】
　前記連結部は、前記複数の燃料棒の鉛直方向の中間位置で前記複数の燃料棒を水平方向
に拘束するジョイントスペーサを含むことを特徴とする請求項１ないし請求項４のいずれ
か一項に記載の燃料集合体。
【請求項６】
　前記ジョイントスペーサは、バネまたはねじまたは嵌合形状を用いて前記セグメント要
素を上下方向に拘束することを特徴とする請求項５に記載の燃料集合体。
【請求項７】
　前記上部構造部材および前記下部構造部材を除き、鉛直方向のいずれの水平断面におい
ても、少なくとも一つのセグメント要素に核燃料が存在することを特徴とする請求項１な
いし請求項６のいずれか一項に記載の燃料集合体。
【請求項８】
　前記セグメント要素のうち前記燃料棒の上端および下端に位置しないものは全て同じ長
さであって、
　前記燃料棒は、ｎを１以上の整数として、前記セグメント要素の鉛直方向に核燃料が存
在する部分とそれ以外の部分の長さの比をｎ：１に近似した場合に、前記セグメント要素
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の鉛直方向の位置を前記セグメント要素の長さの１／（ｎ＋１）ずつずらして配置した（
ｎ＋１）種類を有することを特徴とする請求項１ないし請求項７のいずれか一項に記載の
燃料集合体。
【請求項９】
　鉛直方向に延びる核燃料と、前記核燃料を収納して鉛直方向に延びて上端および下端が
開放された炭化ケイ素繊維強化複合材製の被覆管と、前記被覆管の上端の開放部を塞ぐ炭
化ケイ素繊維強化複合材製の上部端栓と、前記下端の開放部を塞ぐ炭化ケイ素繊維強化複
合材製の下部端栓と、を有し互いに鉛直方向に直列に配列された複数のセグメント要素と
、
　互いに上下に隣接する前記セグメント要素間を所定の範囲の曲げ剛性をもって接続する
連結部と、
　を備えることを特徴とする燃料棒。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、燃料棒およびこれを有する燃料集合体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　燃料集合体は、二酸化ウラン等の核燃料物質を燃料被覆管内に封入して燃料棒を構成し
、燃料棒を格子状に配列する形で構成される。燃料被覆管は、ウラン等の燃料ペレットを
収納する容器である。燃料被覆管は、燃料の核反応により発生する核分裂生成物ガス（Ｆ
Ｐガス）を外部に漏らさないように封じ込め、また冷却材が侵入して燃料に接触しないよ
うに燃料と冷却材とを隔離するために設けられている。
【０００３】
　軽水炉においては、通常、燃料被覆管の材料として従来ジルコニウム合金が用いられて
きた。これは核反応を持続するための中性子の吸収による損失が少なく、高温高圧水中で
の耐食性に優れており、熱伝導率が高い等の特性を有しているためである。
【０００４】
　軽水炉の原子炉内構造物においては前述のようにジルコニウム合金をはじめとする金属
材料が主に用いられてきたが、これら金属材料は高温の水蒸気と金属－水反応により酸化
し、水素を発生させる。例えば原子炉が大規模な自然災害などの被害によって電源喪失な
どの重大事象に至った場合を想定すると、まず、制御棒の挿入により原子炉が停止される
。しかしながら、炉心の冷却設備が作動しなければ、燃料内の核分裂生成物による崩壊熱
などにより原子炉内が高温となる可能性がある。
【０００５】
　このような状況に至った場合、上述の金属－水反応によって、水素や、反応熱の発生が
生じうる。水素発生が進むと格納容器内の水素濃度が高まり、条件によっては水素燃焼に
より格納容器の健全性を損なう可能性があった。このような点から、重大事故時において
も原子炉の安全性をさらに高めるため、炉内の構造物で多くを占める燃料被覆管に非金属
材、例えば炭化ケイ素長繊維により強化した炭化ケイ素長繊維複合材料（ＳｉＣ／ＳｉＣ
複合材）を適用する研究開発が行われている。
【０００６】
　ＳｉＣ／ＳｉＣ複合材はマトリックスが炭化ケイ素で、これを炭化ケイ素の長繊維で強
化した材料であり、従来のセラミックスにおいて問題であった靭性が低い点を改善してい
る。改善できる理由は、複合材料では、マトリックスと繊維の界面が多数存在することに
よる。
【０００７】
　マトリックスに発生したき裂は、マトリックス中を進展し、長繊維に到達する。長繊維
に到達したき裂は、マトリックスと長繊維の界面で一旦停止する。き裂は、ここで方向を
変えて、マトリックスと長繊維の界面に沿って進展しながら伝搬する。このように、き裂
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の伝播方向は直線的ではなく特定の方向に偏向しながら進展するため、伝播距離が長くな
る。また、繊維による架橋効果および引き抜き効果により、モノリシックセラミックスに
はない応力緩和も生じ、き裂の進展速度は遅くなる。このようなき裂の偏向、架橋効果お
よび引き抜きによる破壊靱性の向上により、モノリシックセラミックスにおいて最大の欠
点であった急速破断、その結果としての信頼性低下を抜本的に改善することが可能である
。
【０００８】
　炭化ケイ素長繊維複合材料を適用する理由として、この他に、（１）炭化ケイ素長繊維
複合材料がジルコニウム合金に比べて、水素吸収・脆化がない、（２）熱中性子吸収断面
積が小さく熱中性子の吸収が小さい、（３）中性子による材料の劣化が小さい、（４）高
温強度に優れている、（５）水中での腐食速度が小さい、（６）軽いため耐震性に優れて
いる、といった点があり、重大事故においてもある程度耐えることが期待される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開平６－１８６８６号公報
【特許文献２】特開２０１２－２３３７３４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　上述のように、炭化ケイ素を始めとするセラミックス材は高温時に安定であるという利
点をもつものも多いが、展性や延性を持たないため金属と比較すると加工性に乏しいとい
う欠点がある。この点から、長尺の管を製造する際には、製品のスケール、すなわち長さ
の違いによる製造性の差が無いと仮定した場合であっても、単位長さあたりに欠陥が発生
する確率が一定であると考えると、製造段階において、管の長さが長いほど一本の管の中
に欠陥が存在する確率が高まることとなる。このため、現状の燃料集合体の金属製の燃料
被覆管の材質を、単にＳｉＣ／ＳｉＣ複合材に置換しただけでは、燃料被覆管の製造の歩
留まりが著しく低下する可能性があるという問題がある。
【００１１】
　一方で、ＳｉＣ／ＳｉＣ複合材の製造性を重視し現状の燃料集合体と全く異なる核燃料
の形態とした場合には、現存する原子炉に装荷して運転することが困難となり、また既存
燃料での設計・運転・管理技術の蓄積を活用することが難しくなり、これらの技術を一か
ら蓄積することが必要となる。ＳｉＣ／ＳｉＣ複合材を用いた燃料に、既存の原子炉に装
荷し運転できる程度の従来型燃料との類似性があれば、これを装荷し運転することで、重
大事故時の過熱による水素・酸化熱発生を抑制でき、既存の原子炉の安全性を高めて運転
することができる。また、従来燃料での設計・運転・管理技術の蓄積を活用することが可
能となる。
【００１２】
　また、燃料被覆管を一定数束ねた燃料集合体は、地震等の大きな振動があると、沸騰水
型軽水炉（ＢＷＲ）の場合は燃料集合体間の隙間に、加圧水型軽水炉（ＰＷＲ）の場合は
燃料集合体中の制御棒案内管に、制御棒がほぼ瞬時に挿入される。制御棒が完全に挿入さ
れるまでの間、燃料集合体は大きな振幅の変形にも耐える必要がある。ジルコニウム合金
からなる燃料集合体においては長尺の一体ものである燃料被覆管は、変形時にあっても健
全性は維持される。一方、ＳｉＣ／ＳｉＣ複合材では、その特徴から、折れることはなく
とも破壊のエネルギーによって、繊維とマトリクスの境界部に剥離が生ずる可能性がある
ことを考慮する必要がある。
【００１３】
　事故時など炉心が過熱した際の安全性を高めるためＳｉＣ／ＳｉＣ複合材を燃料部材に
用いる燃料集合体において、既存炉に装荷可能なように従来燃料と同様に長尺の被覆管を
用いた構成とすると、長尺被覆管の製造性の点で困難が生じるという課題があった。また
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、燃料被覆管を一定数束ねた燃料集合体は、地震等の大きな振動があると、ＳｉＣ／Ｓｉ
Ｃ複合材では、その特徴から、折れることはなくても被覆管内部に微小なき裂が発生し、
核分裂生成ガスの漏洩が発生することが危惧されるという課題があった。
【００１４】
　そこで本発明の実施形態は、上述した課題を解決するためになされたもので、ＳｉＣ／
ＳｉＣ複合材を用いた場合でも十分な製造性を有する燃料集合体を得ることを目的とする
。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　上述の目的を達成するため、本実施形態に係る燃料集合体は、互いに平行に鉛直方向に
延びて水平方向に格子状に配列された複数の燃料棒と、前記複数の燃料棒の上端を支持す
る上部構造部材と、前記複数の燃料棒の下端を支持する下部構造部材と、を備え、前記燃
料棒はそれぞれ、鉛直方向に延びる核燃料と、前記核燃料を収納して鉛直方向に延びて上
端および下端が開放された炭化ケイ素繊維強化複合材製の被覆管と、前記被覆管の上端の
開放部を塞ぐ炭化ケイ素繊維強化複合材製の上部端栓と、前記被覆管の下端の開放部を塞
ぐ炭化ケイ素繊維強化複合材製の下部端栓と、を有し互いに鉛直方向に直列に配列された
複数のセグメント要素と、互いに上下に隣接する前記セグメント要素間を所定の範囲の曲
げ剛性をもって接続する連結部と、を具備することを特徴とする。
【００１６】
　上述の目的を達成するため、本実施形態に係る燃料棒は、鉛直方向に延びる核燃料と、
前記核燃料を収納して鉛直方向に延びて上端および下端が開放された炭化ケイ素繊維強化
複合材製の被覆管と、前記被覆管の上端の開放部を塞ぐ炭化ケイ素繊維強化複合材製の上
部端栓と、前記下端の開放部を塞ぐ炭化ケイ素繊維強化複合材製の下部端栓と、を有し互
いに鉛直方向に直列に配列された複数のセグメント要素と、互いに上下に隣接する前記セ
グメント要素間を所定の範囲の曲げ剛性をもって接続する連結部と、を備えることを特徴
とする。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の実施形態によれば、ＳｉＣ／ＳｉＣ複合材を用いた場合でも十分な製造性を有
する燃料集合体を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】第１の実施形態に係る燃料集合体の構成を示す縦断面図である。
【図２】第１の実施形態に係る燃料棒の構成を概念的に示す縦断面図である。
【図３】第１の実施形態に係る燃料棒間の連結部の構成を示す縦断面図である。
【図４】第１の実施形態に係る燃料棒のセグメント要素間の連結部位置におけるセグメン
ト燃料間の相互関係を示す縦断面図である。
【図５】第１の実施形態に係る燃料棒の種類を示す縦断面図である。
【図６】第１の実施形態に係る燃料集合体の燃料棒の配列の例を示す水平断面図である。
【図７】燃料棒内の中空燃料との比較を示す縦断面図であり、（ａ）は中空燃料、（ｂ）
は中実燃料の場合を示す。
【図８】第１の実施形態に係る燃料集合体の燃料棒の配列を示す水平配列図および縦断面
図であり、（ａ）はセグメント要素が１種類、（ｂ）は３種類、（ｃ）は５種類の場合で
ある。
【図９】図８の各ケースにおける軸方向の相対出力を比較するグラフである。
【図１０】第２の実施形態に係る燃料棒間の連結部の構成を示す縦断面図である。
【図１１】第２の実施形態に係る燃料棒間の連結部の変形例の構成を示す縦断面図である
。
【図１２】第３の実施形態に係る燃料集合体の燃料棒間の連結部であるジョイントスペー
サの構成を示す斜視図である。
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【図１３】第３の実施形態に係る燃料集合体の燃料棒間の連結部であるジョイントスペー
サでの結合の状態を示す縦断面図であり、（ａ）は挿入前、（ｂ）は挿入中、（ｃ）は挿
入後の結合状態を示す。
【図１４】第４の実施形態に係る燃料集合体の燃料棒間の連結部であるジョイントスペー
サの構成を示す斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、図面を参照して、本発明の実施形態に係る燃料棒および燃料集合体について説明
する。ここで、互いに同一または類似の部分には、共通の符号を付して、重複説明は省略
する。
【００２０】
　［第１の実施形態］
　図１は、第１の実施形態に係る燃料集合体１００の構成を示す縦断面図である。なお、
図１は、ＢＷＲタイプの燃料集合体の場合であるが、ＰＷＲその他の炉型に対しても適用
できる。以下は、主にＢＷＲタイプの場合を例にとって説明する。
【００２１】
　燃料集合体１００は、複数の燃料棒２００と、燃料スペーサ１０１、下部タイプレート
１０２、上部タイプレート１０３、およびチャンネルボックス１０４を有する。
【００２２】
　複数の燃料棒２００は、それぞれ鉛直方向に延びて、互いに平行に正方格子状に配列さ
れている。なお、正方格子状が一般的であるがこれに限定されず三角格子等でもよい。
【００２３】
　これら複数の燃料棒２００の下端は、ＢＷＲタイプの燃料集合体においては、下部構造
部材を構成する下部タイプレート１０２によって結束され、拘束支持されている。また、
これら複数の燃料棒２００の上端は、ＢＷＲタイプの燃料集合体においては、上部構造部
材を構成する上部タイプレート１０３によって結束され、拘束支持されている。なお、一
部、上部タイプレート１０３には接続していない部分長燃料棒があってもよい。また、Ｐ
ＷＲタイプの燃料集合体においては、複数の燃料棒２００の下端は下部構造部材としての
下部ノズルに、複数の燃料棒２００の上端は上部構造部材としての上部ノズルにそれぞれ
支持されるが、ＢＷＲタイプの燃料集合体のように複数の燃料棒２００が結束される形態
とはなっていない。
【００２４】
　さらに、これら複数の燃料棒２００の上端と下端の間の鉛直方向に沿って、複数個所に
は、燃料スペーサ１０１が設けられている。燃料スペーサ１０１は、各燃料棒２００の水
平方向の移動を抑制する。
【００２５】
　また、チャンネルボックス１０４は、複数の燃料棒２００が下部タイプレート１０２、
燃料スペーサ１０１、および上部タイプレート１０３によって格子状に結束された状態で
、下部タイプレート１０２から上部タイプレート１０３までの側面を覆うように設けられ
る。
【００２６】
　図２は燃料棒２００の構成を概念的に示す縦断面図である。１本の燃料棒２００は、複
数のセグメント要素２１０を有する。セグメント要素２１０は、互いに上下方向に１列に
なるように接続されている。
【００２７】
　それぞれのセグメント要素２１０は、被覆管２１２、上部端栓２１３、下部端栓２１４
、および核燃料２１１を有する。被覆管２１２、上部端栓２１３、および下部端栓２１４
のそれぞれの材質は、炭化ケイ素長繊維で強化された炭化ケイ素繊維強化複合材（ＳｉＣ
／ＳｉＣ複合材）である。なお、ＳｉＣ／ＳｉＣ複合材に限定されず、高温条件で十分な
安定性を有する材料であればＳｉＣ／ＳｉＣ複合材以外の材料でもよい。
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【００２８】
　被覆管２１２は、たとえば円筒状の上下が開放された管である。被覆管２１２の上端の
開放部には、上部端栓２１３が取り付けられ、被覆管２１２と上部端栓２１３とは、たと
えばろう付けなどで気密にシールされている。また、被覆管２１２の下端の開放部には、
下部端栓２１４が取り付けられ、被覆管２１２と下部端栓２１４とは、同様に、たとえば
ろう付けなどで気密にシールされている。
【００２９】
　被覆管２１２、上部端栓２１３、および下部端栓２１４によって形成された密閉空間内
には、核燃料２１１が収納されている。核燃料２１１は、たとえばウラン２３５を濃縮し
た二酸化ウランペレットであるが、これに限定はされない。
【００３０】
　核燃料２１１に占有されていない上部の空間には、プレナム２１６が形成されている。
プレナム２１６は、核燃料２１１の燃焼が進むにつれて、当初封入されていたヘリウムガ
スなどの封入ガスに核分裂生成物であるクリプトンやキセノンなどの核分裂生成ガスが加
わることにより、密閉空間内のガス圧が上昇するが、このガス圧を適正範囲内に抑えるた
めの空間である。なお、プレナム２１６は、密閉空間内の上部に限定されない。たとえば
、鉛直方向に下部、あるいは中間部に形成されていてもよい。
【００３１】
　互いに上下に隣接するセグメント要素２１０間には、連結部３００が設けられている。
連結部３００は、セグメント要素２１０間を、所定の曲げ剛性を以て接続するものである
。ここで、曲げ剛性は、鉛直上下についての剛性ではなく、曲げ方向、すなわち、燃料棒
２００が延びる鉛直軸から逸脱する方向の変形に関する剛性をいう。
【００３２】
　後述の通り連結部３００の曲げ剛性には上限値が存在し、少なくともセグメント要素２
１０の曲げ剛性より低く設定される。セグメント要素２１０は、その構造体である被覆管
２１２、上部端栓２１３および下部端栓２１４がＳｉＣ／ＳｉＣ複合材製であり、剛性が
極めて高い。このため、実質的に、燃料棒２００の曲げ剛性は、鉛直方向に複数設けられ
た連結部３００の部分の曲げ剛性により決まる。また、燃料集合体１００の曲げ剛性は、
ＢＷＲの場合は主にチャンネルボックス１０４およびこれに収納された複数の燃料棒２０
０の合成された剛性である。また、ＰＷＲの場合は、主に複数の燃料棒２００の合成され
た剛性である。
【００３３】
　たとえば、連結部３００の剛性が小さ過ぎる場合、燃料集合体１００の全体の曲げ剛性
が小さくなる。この結果、地震発生時には、燃料集合体１００の燃料棒２００の曲げ方向
の変形量が大きくなる。この平均的な変位に、さらに個々の燃料棒２００において個別の
曲げ方向の変位が加わると、燃料棒２００の曲げ方向の変形がさらに大きくなる。したが
って、燃料集合体間に制御棒が挿入されるＰＷＲタイプにおいても、燃料集合体内の燃料
棒の曲げ変位が大きくなることは、制御棒クラスタの挿入性にとって好ましい方向ではな
い。
【００３４】
　このように、連結部３００の剛性には、燃料集合体１００の曲げ方向の変位、あるいは
ＰＷＲの場合はさらに、燃料棒２００の曲げ方向の変位が制御棒の挿入性を妨げないとい
う条件からの、下限値が存在する。
【００３５】
　一方、連結部３００の剛性が高すぎる場合、地震時の加速度による荷重を連結部３００
が吸収しきれずに、セグメント要素２１０に曲げ荷重がかかる。セグメント要素２１０の
構造体でありＳｉＣ／ＳｉＣ複合材である特に被覆管２１２は、過度の曲げ荷重が作用す
る場合、内部に微小なき裂が発生し核分裂生成ガスの漏洩が発生する可能性がある。した
がって、被覆管２１２に過度の曲げ荷重が作用しないという目的から、連結部３００の剛
性には、上限値が存在する。
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【００３６】
　以上のように、連結部３００の剛性は、制御棒の挿入性の観点からの下限値と、被覆管
２１２の健全性確保の観点からの上限値との間の値であって、いずれの条件に対しても適
正な裕度を確保できる範囲の値をとる必要がある。なお、この上限値、下限値は、連結部
３００の数を含めた燃料集合体１００の構造に基づいて、評価の上決定することができる
。
【００３７】
　図３は、燃料棒２００間の連結部３００の構成を示す縦断面図である。セグメント要素
２１０においては、被覆管２１２内に核燃料２１１が収納されている。図３の例では、核
燃料２１１はたとえばペレットである。プレナム２１６には、プレナムスプリング２１５
が設けられ、核燃料２１１を抑えて核燃料２１１の振動を抑制している。
【００３８】
　連結部３００は、ボール３１１および接続筒３１２を有する。また、ボール３１１の上
方でボール３１１に隣接するセグメント要素２１０の下部端栓２１４に形成された凹部２
１４ａ、およびボール３１１の下方でボール３１１に隣接するセグメント要素２１０の上
部端栓２１３に形成された凹部２１３ａは、連結部３００を構成する。ボール３１１の形
状は、球形または楕円回転体である。このように、連結部３００は、上下に互いに隣接す
る２つのセグメント２１０が、接続筒３１２等を介して間接的に連結している、いわば間
接的な連結部、すなわち間接連結部となっている。
【００３９】
　凹部２１４ａおよび凹部２１３ａは、上下に互いに対向して球形または楕円回転体に対
応する空間を形成し、この空間内にボール３１１が収納されている。ボール３１１を挟ん
だ状態で、上部端栓２１３の上端と下部端栓２１４の下端の間には、ギャップが存在し、
上部端栓２１３と下部端栓２１４とは相対的にボール３１１を挟んで回転可能な角度範囲
を有する。
【００４０】
　上部端栓２１３の上端部分と、下部端栓２１４の下端部分は、それぞれ外形が円柱状に
なっている。接続筒３１２は上下が開放された円筒状であり、ボール３１１を挟んだ状態
の上部端栓２１３の上端部分と下部端栓２１４の下端部分の外周を包囲するよう設けられ
ている。接続筒３１２は、上部端栓２１３の上端部分と下部端栓２１４の下端部分に、そ
れぞれ取り付けられており、互いに上下に隣接するセグメント要素２１０同士を接続して
いる。
【００４１】
　たとえば、接続筒３１２と上部端栓２１３の上端部分との結合は、接続筒３１２および
上部端栓２１３の上端部分を貫通する孔（図示せず）を形成し、この孔にピン（図示せず
）を通すことにより固定できる。この場合、上部端栓２１３の上端部分に形成された孔と
ピンとの間に十分なギャップを形成させる。接続筒３１２と下部端栓２１４の下端部分と
の結合も同様に行う。
【００４２】
　接続筒３１２の内面と、上部端栓２１３の上端部分の外面、および下部端栓２１４の下
端部分の外面の間には、所定のギャップが形成されている。互いに上下に隣接するセグメ
ント要素２１０同士は、このギャップの範囲内で、曲げ方向に変形する。すなわち、燃料
棒２００の曲げ方向の変形は、このギャップでコントロールされる。
【００４３】
　なお、接続筒３１２の内面と上部端栓２１３の上端部分の外面との間、および接続筒３
１２の内面と下部端栓２１４の下端部分の外面の間に、周方向に３か所あるいはそれ以上
の個数のバネ（図示せず）を互いに等間隔で設けてもよい。バネを設ける個所、このバネ
の剛性等を調整することにより、燃料棒２００、ひいては燃料集合体１００の曲げ剛性を
調整することができる。あるいは、接続筒３１２自体をバネ材としてもよい。
【００４４】
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　図４は、燃料集合体１００のセグメント要素２１０間の連結部３００の位置における燃
料棒２００間の相互関係を示す縦断面図である。複数の燃料棒２００はそれぞれ、前述の
ように、核燃料２１１を有するセグメント要素２１０が互いに上下に連結部３００を介し
て接続している。連結部３００には核燃料２１１は収納されていないので、核燃料の鉛直
方向の分布は、それぞれの連結部３００において中断している。
【００４５】
　図４に示す燃料棒２００の配列では、各燃料棒２００における連結部３００の高さ位置
が異なっている。このため、燃料集合体１００の全体として、いずれの高さ位置において
も、いずれかの燃料棒２００には核燃料が必ず存在する。
【００４６】
　図５は、燃料棒の種類を示す縦断面図である。図で、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、およびＥは、燃
料棒２００の種類を表し、その構成がそれぞれの下に表示されている。図５において、斜
線部は核燃料２１１を内包するセグメント要素２１０の部分であり、白抜きの部分は連結
部３００を含めた核燃料２１１を内包しない部分である。縦方向に、白抜き部が１つに対
して斜線部が４つとなっているのは、概略、核燃料２１１を内包する部分の長さが核燃料
を内包しない部分の長さの約４倍と想定したためである。それぞれ、縦方向の並び方のみ
が異なっており、ＡないしＥまで、１つずつ下方にずれている。Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、および
Ｅを、高さ方向に比較すると、いずれの高さにおいても、必ず、核燃料が存在する。
【００４７】
　図６は、燃料棒２００の配列の例を示す水平断面図である。図６の１０×１０の配列に
おいては、いずれの燃料棒の周囲にも、同じ種類の燃料棒が存在しない配列となっている
。この配列においては、図中で横方向に見たいずれの列、あるいは図中で縦方向に見たい
ずれの列においても、かならず５種類の燃料が存在している。すなわち、このような配列
においては、図中の縦方向、横方向のいずれの断面においても、いずれの高さでも核燃料
を有する部分が存在する配列となっている。
【００４８】
　セグメント要素２１０を用いると、連結部３００やプレナム２１６など核燃料２１１が
存在しない領域に隣接する燃料棒２００においては、ウラン等の核燃料物質による中性子
吸収が減る。このため、この隣接する燃料棒２００のこの部分の局所出力が上昇する出力
スパイクが生じることがある。燃料の健全性を保つための運転制限値などは最大線出力密
度で定められるため、局所的な出力スパイクが存在するとその部分の平均出力を低下させ
る必要が生じ、燃料の燃焼効率が低下する。
【００４９】
　出力スパイク防止のためには、プレナム部に中性子吸収体を配置する方法もあるが、セ
グメント燃料が炉心全体を構成している場合にこの方法を用いることは、炉心内に大量の
中性子吸収体を持ち込むこととなり中性子経済性を著しく低下させる。図６に示すような
構成によって、核燃料物質を含まない領域を分散して配置し、中性子吸収の不均一性を減
らすことにより、出力スパイクを抑制することができる。
【００５０】
　ここで、燃料棒２００の上端部および下端部以外のセグメント要素２１０を鉛直方向に
見て、核燃料２１１が存在する部分の長さと、それ以外の部分、すなわち上部端栓２１３
、下部端栓２１４、プレナム２１６、および連結部３００を合わせた部分との長さの概略
の比を図５に示すようにｎ：１とする。たとえば、図５に示す場合は、白抜きのブロック
が１つに対して斜線部のブロックの数が４であるので、ｎ＝４である。この場合は、（ｎ
＋１）＝５であるので、セグメント要素２１０の鉛直方向のピッチの１／５ずつ鉛直方向
に互いにずらした５種類の燃料棒があれば図６に示すように、いずれの高さにおいても核
燃料２１１が存在し、スパイクの発生を抑制できる。
【００５１】
　なお、１０×１０配列の場合は、１０が５の倍数であることから、図５に示すように、
５種類の燃料棒２００をいずれの方向にも均等に配分することができる。このように、燃
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料集合体１００内の非均質性をさらに抑えることによって、スパイクの発生をさらに抑制
することができる。
【００５２】
　前記のｎの値によって、燃料棒２００の種類を設定することとすると、ｎが大きくなる
と、燃料棒２００の上端部、下端部に設けるセグメント要素２１０の種類が増えることに
なる。このため、ｎの大きさは適当な大きさにとどめたい。このためには、密閉空間内の
プレナム２１６の長さを調整する必要が生ずる。
【００５３】
　図７は燃料棒２００内の中空燃料との比較を示す縦断面図であり、（ａ）は中空燃料、
（ｂ）は中実燃料の場合を示す。（ａ）の中実燃料の場合のセグメント要素２１０ａ内の
プレナム２１６ａは、核燃料２１１ａが中空であるため、プレナムとしての体積は、密閉
空間上部の核燃料２１１ａのない範囲の体積と、核燃料２１１ａに囲まれた中央部の体積
の和となる。
【００５４】
　したがって、中実の核燃料２１１ｂでプレナム２１６ｂを有するセグメント要素２１０
ｂに比べて、密閉空間内の核燃料のない部分の長さを短くすることができる。このように
、中空燃料を導入することによって、前記のｎの値を調整することができる。
【００５５】
　図８は、燃料棒の配列を示す水平配列図および縦断面図であり、（ａ）で示すケース１
はセグメント要素が１種類、（ｂ）で示すケース２は３種類、（ｃ）で示すケース３は５
種類の場合である。図８（ｂ）のケース２の３種類の場合、いずれの立断面においても、
全ての高さに３種類の燃料棒が存在する配列である。また、図８（ｃ）のケース３の５種
類の場合、いずれの立断面においても、全ての高さに５種類の燃料棒が存在する配列であ
る。説明の便宜上、５×５の配列の場合を示している。
【００５６】
　図９は、図８の各ケースにおける軸方向の相対出力を比較するグラフである。横軸は、
図８において、それぞれ下側から数えたブロックの順番である。縦軸は、相対出力である
。ケース１の燃料棒２００は、下から数えて１１ブロック目から１５ブロック目に核燃料
を有さず相対値が算出できないため、この領域は曲線がない。
【００５７】
　図９に示すように、ケース１では、中間の核燃料が有る領域とない領域の境界で相対出
力が大きくなっている。すなわち局部ピークが大きい。ケース２では、大幅に緩和されて
いる。また、燃料棒２００の種類を５種類に増やしたケース３では、相対出力がさらに平
坦化されている。このように、燃料棒２００の種類を増やして、互いにずれた位置におく
本実施形態の方式により、相対出力の平坦化の効果が得られている。
【００５８】
　以上のように、本実施形態によれば、長尺の燃料棒ではなく、短尺のセグメント要素を
用いることにより、長い管を製造する必要性がなくなる。短尺であることにより製造性の
よい管を用いて燃料集合体１００を構成することが出来る。また、円柱状の燃料棒２００
を格子状に配列して燃料集合体１００を構成するという点で、既存燃料との類似性を有し
ており、既存炉への装荷が可能となる。
【００５９】
　また、セグメント要素２１０間の連結部３００の構造を適切に設計することにより、燃
料棒２００が破損せずに折れ曲がることが出来るため、セグメント要素２１０自体の曲が
りは最小限にとどめ燃料棒全体として撓ることが出来るようになる。これによって、地震
などにより振動が加わり、燃料集合体１００に曲げ荷重がかかった場合においても、連結
部３００が曲がることによりＳｉＣ／ＳｉＣ複合材にかかる荷重を軽減できる。この結果
、被覆管２１２に生じる亀裂発生の可能性を最小限に抑え、ＦＰガスの漏洩などの可能性
を最小化することができる。
【００６０】
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　さらに、仮に亀裂が生じたとしても、セグメント要素２１０内の核分裂生成物の量は小
さいため、その影響も最小限にとどまる。
【００６１】
　以上のように、本実施形態によれば、ＳｉＣ／ＳｉＣ複合材を用いた場合でも十分な製
造性を有している。また、現存する原子炉に装荷できる程度に従来の金属製被覆管の燃料
集合体と構造上の類似性をもち、現存する原子炉への適合性を有している。
【００６２】
　［第２の実施形態］
　図１０は、第２の実施形態に係る燃料棒２００間の連結部３００ａの構成を示す縦断面
図である。互いに上下に隣接する燃料棒２００のうち、上側の燃料棒２００の下部端栓２
１４にはめねじ部２１４ｂが形成されている。また、下側の燃料棒２００の上部端栓２１
３にはおねじ部２１３ｂが形成されている。
【００６３】
　おねじ部２１３ｂとめねじ部２１４ｂは互いに螺合している。おねじ部２１３ｂとめね
じ部２１４ｂは、連結部３００ａを構成している。なお、上側の燃料棒２００の下部端栓
２１４に、おねじ部が形成され、下側の燃料棒２００の上部端栓２１３に、めねじ部が形
成されていてもよい。このように、連結部３００ａは、上下に互いに隣接する２つのセグ
メント２１０が、それぞれの端部で螺合して直接的に連結している、いわば直接的な連結
部、すなわち直接連結部となっている。
【００６４】
　このように構成された本第２の実施形態においては、それぞれの連結部３００ａが１つ
のネジ部を有することから、燃料棒２００の剛性がこの分低下する。これにより、燃料棒
２００の曲げ剛性の調整機能が備わる。
【００６５】
　図１１は、燃料棒間の連結部の変形例の構成を示す縦断面図である。この変形例の連結
部３００ｂにおいては、上側の燃料棒２００の下部端栓２１４と下側の燃料棒２００の上
部端栓２１３の間には、中間ねじ部３１３が設けられている。
【００６６】
　上側の燃料棒２００の下部端栓２１４にはおねじ部２１４ｃが形成されている。下側の
燃料棒２００の上部端栓２１３にはおねじ部２１３ｂが形成されている。中間ねじ部３１
３は、外形が上下に延びた円柱状で、上端および下端に、それぞれめねじ部３１３ｂが形
成されている。中間ねじ部３１３の上端のめねじ部３１３ｂと上側の燃料棒２００の下部
端栓２１４に形成されたおねじ部２１４ｃとが互いに螺合している。また、中間ねじ部３
１３の下端のめねじ部３１３ｂと下側の燃料棒２００の上部端栓２１３に形成されたおね
じ部２１３ｂとが互いに螺合している。
【００６７】
　なお、上側の燃料棒２００の下部端栓２１４および下側の燃料棒２００の上部端栓２１
３にめねじ部が形成され、中間ねじ部３１３の上端および下端にそれぞれおねじ部が形成
されていてもよい。このように、連結部３００ｂは、上下に互いに隣接する２つのセグメ
ント２１０が、中間ねじ部３１３を介して間接的に連結している、すなわち間接連結部と
なっている。
【００６８】
　このように構成された本変形例においては、連結部３００ｂが２つのネジ部を有するこ
とから、燃料棒２００の剛性がさらに低下する。また、第２の実施形態による結合方式と
、変形例による結合方式を組み合わせれば、両者の中間の剛性を確保することができる。
【００６９】
　［第３の実施形態］
　図１２は、第３の実施形態に係る燃料集合体の燃料棒間の連結部３００であるジョイン
トスペーサ４１０の構成を示す斜視図である。ジョイントスペーサ４１０は、正方格子状
に組み合わされた格子板４１１と、格子板４１１に取り付けられた板バネ４１２を有する
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。板バネ４１２は、それぞれの格子の内側の４面に取り付けられている。なお、互いに隣
接する２面のみに取り付けられることでもよい。
【００７０】
　それぞれの格子には、上方からセグメント要素２１０の下部端栓２１４が挿入される。
板バネ４１２は、下部端栓２１４が下向きの挿入される際に、板バネ４１２の下端が下向
きにスライドして、下部端栓２１４が挿入されるスペースを形成する。
【００７１】
　図１３は、第３の実施形態に係る燃料集合体の燃料棒間の連結部であるジョイントスペ
ーサ４１０での結合の状態を示す縦断面図であり、（ａ）は挿入前、（ｂ）は挿入中、（
ｃ）は挿入後の結合状態を示す。下部端栓２１４と被覆管２１２とは段付き部２１４ｄを
形成する。すなわち、下部端栓２１４の被覆管２１２に隣接する部分の外径は、被覆管２
１２の外径より大きくなっている。また、下部端栓２１４の先端は、挿入しやすいように
テーパー部２１４ｆが形成されている。
【００７２】
　図１３の（ｂ）の挿入中は、板バネ４１２は格子板４１１に押し付けられている。図１
３の（ｃ）の段階では、板バネ４１２は復帰し、段付き部２１４ｄは、板バネ４１２によ
って上方への移動を拘束される。
【００７３】
　以上は、ジョイントスペーサ４１０の上部の構成である。ジョイントスペーサ４１０の
下部においても、同様の構成である。したがって、下方に隣接するセグメント要素２１０
の上部端栓２１３とも、同様に結合する。
【００７４】
　なお、全てのセグメント要素２１０が同じ高さでジョイントスペーサ４１０に結合する
と燃料集合体１００の出力分布が平坦化されない。このため、燃料棒２００をグループ化
して、それぞれのグループにジョイントスペーサ４１０を対応させる。対応しないグルー
プの燃料棒２００のセグメント要素２１０の場合は、ジョイントスペーサ４１０の板バネ
４１２には、被覆管２１２の部分が対向する状態となる。
【００７５】
　以上のように、本実施形態によれば、連結部３００でもあるジョイントスペーサ４１０
は、燃料棒２００の上下に互いに隣接するセグメント要素２１０間に設けられ、このセグ
メント要素２１０を上下に結合するとともに、水平方向にも燃料棒２００を拘束する。
【００７６】
　ジョイントスペーサ４１０は、板バネ４１２を介して燃料棒２００を拘束することから
、燃料棒２００の曲げ剛性を適切に調整することができる。
【００７７】
　［第４の実施形態］
　図１４は、第４の実施形態に係る燃料集合体の燃料棒間の連結部であるジョイントスペ
ーサの構成を示す斜視図である。本実施形態は、第３の実施形態の変形である。本第４の
実施形態は、第３の実施形態の板バネ４１２に代えて、円筒バネ４１３が、各格子内の全
てのコーナー部に設けられている。なお、各格子内の互いに隣接する２つのコーナー部の
みに設けられることでもよい。ここで、円筒バネ４１３は、それぞれのコーナー部に円筒
の一部の周角度範囲の部分である。
【００７８】
　下部端栓２１４は、挿入の過程で円筒バネ４１３の周方向の中央と接触する。円筒バネ
４１３は、中央部分からの変形についての剛性は高い。したがって、本第４の実施形態に
おける連結部としてのジョイントスペーサ４２０を用いることにより、第３の実施形態に
比べて高い剛性の連結部を実現することができ、燃料集合体１００の剛性の調整幅をさら
に広げることができる。
【００７９】
　［その他の実施形態］
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　以上、本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として提示
したものであり、発明の範囲を限定することは意図していない。たとえば、第１の実施形
態では、図１で、ＢＷＲの燃料集合体の場合を示したが、ＢＷＲに限定されない。チャン
ネルボックスが設けられていないＰＷＲの場合にも適用でき、連結部の所定の剛性の必要
性は、燃料集合体中に中性子吸収体が挿入されるＰＷＲにおいて特に要求される。
【００８０】
　また、各実施形態の特徴を組み合わせてもよい。さらに、これらの実施形態は、その他
の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の省
略、置き換え、変更を行うことができる。これら実施形態やその変形は、発明の範囲や要
旨に含まれると同様に、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれるも
のである。
【符号の説明】
【００８１】
　１００…燃料集合体、１０１…燃料スペーサ、１０２…下部タイプレート（下部構造部
材）、１０３…上部タイプレート（上部構造部材）、１０４…チャンネルボックス、２０
０…燃料棒、２１０、２１０ａ、２１０ｂ…セグメント要素、２１１、２１１ａ、２１１
ｂ…核燃料、２１２…被覆管、２１３…上部端栓、２１３ａ…凹部、２１３ｂ…おねじ部
、２１４…下部端栓、２１４ａ…凹部、２１４ｂ…めねじ部、２１４ｃ…おねじ部、２１
４ｄ…段付き部、２１４ｆ…テーパー部、２１５…プレナムスプリング、２１６、２１６
ａ、２１６ｂ…プレナム、３００…連結部（第１の間接連結部）、３００ａ…連結部（直
接連結部）、３００ｂ…連結部（第２の間接連結部）、３１１…ボール、３１２…接続筒
、３１３…中間ねじ部、３１３ｂ…めねじ部、４１０、４２０…ジョイントスペーサ、４
１１…格子板、４１２…板バネ、４１３…円筒バネ

【図１】 【図２】
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【図７】 【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】
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【図１２】 【図１３】

【図１４】
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